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環境こだわり農業の取り組みによる水稲作付期の流出負荷低減効果
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集落営農によって一体的に環境こだわり農業に取り組むモデル地域（安土町東老蘇の精密調査ほ場および水田群

7ha）において，化学肥料・化学合成農薬の使用量を慣行の５割以下に削減し，適正な水管理を実践することによ

る水稲作付期の栄養塩類・濁水・農薬成分の流出負荷低減効果を定量的に評価した．

１）環境こだわり農業に取り組む実証区では，水田ハローによる浅水代かきや移植前・中干し時の強制落水防止等

の適正な水管理により，慣行栽培に取り組む対照区と比較して，用水量を節減し，流出水量を削減できた．

２）栄養塩類等の流出負荷量については，実証区では適正な水管理と側条施肥や速効性肥料減肥等の施肥改善によ

り，精密調査ほ場において２か年とも安定した負荷低減効果(対照区に対する低減率が，全窒素(Ｔ－Ｎ)46～48

％，全リン(Ｔ－Ｐ)14～28％，懸濁物質(ＳＳ)48～50％，化学的酸素要求量(ＣＯＤ)30～40％)が得られ，水田

群においても同様の負荷低減効果が認められた．

３）化学合成農薬については，実証区では使用した成分量が少なく，流出総量が60％以上削減された．

４）水稲の精玄米収量および品質は，実証区では対照区と同水準を確保した．

５）水稲作付期の窒素収支（施肥＋流入－籾持出し－流出)は，実証区（精密調査ほ場）では収支のバランスがと

れ，肥料と水が効率的に利用されていると評価された．

１．緒 言

滋賀県では近畿圏1400万人の水源である琵琶湖の

水質保全が重要な課題となっている．本県では耕地

面積の92％を水田が占めており
１２)
，農業系負荷を低

減するため，これまで水田ハローによる浅水代かき，

代かき・移植時の強制落水防止，緩効性肥料の利用，

施肥田植機による側条施肥，稲わら秋鋤込みなどに

よる栄養塩類・濁水の流出負荷低減技術を確立し，

現地実証と普及に努めてきた
２,１３,１７,１８,１９,２２）

．

しかしながら，工業系や生活系の点源からの負荷

低減対策が進む中，面源の一つである農業系（農耕

地）からの負荷が相対的に高まってきており，より

一層の流出負荷低減対策が求められている．

このような背景から，本県では，生産者，消費者

および流通が一体となって，より安全で安心な農産

物を消費者へ供給し，環境と調和のとれた農業生産

を確保するため，2003年３月に「滋賀県環境こだわ

り農業推進条例」を制定した．これにより，化学肥

料および化学合成農薬の使用量を通常の５割以下に
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削減するとともに，濁水の流出防止など琵琶湖をは

じめとする環境への負荷を削減する「環境こだわり

農業」を推進してきた．

また，2004年度から全国に先駆けて環境農業直接

支払制度（環境こだわり農産物の栽培について，農

業者等が県と協定を締結し，経済的助成を受ける）

を創設した結果，比較的取り組みやすい水稲を中心

に面積が年々増加し，2006年には5,860ha(うち水稲

は5,512haで水稲栽培面積の15％)にまで拡大した．

このような中，環境こだわり農業を一層推進する

ためには，県民の十分な理解と支援を得る必要があ

り，主要な水稲栽培における取り組み効果を定量的

に明らかにすることが緊急の課題となっている．

そこで，2004年度の水稲収穫後から「環境こだわ

り農業環境影響調査事業」を３年間実施し，集落営

農によって環境こだわり農業に面的に取り組むモデ

ル地区を選定し，水稲作付期および非作付期の栄養

塩類等の流出負荷量，水稲の収量・品質，経営評価

等を総合的に解析・評価した
２３）
．その結果，環境こ

だわり農業の面的な取り組みにより，安定した流出

負荷低減効果が認められたので，本報では水稲作付

期の流出負荷低減効果について報告する．

２．材料および方法

２．１ 調査ほ場の概要

調査地には，滋賀県のほぼ中央の

湖東平野に位置する蒲生郡安土町東老蘇地区を選定

した（図1-1）．当地区では，集落営農組織「グリー

ンファーム21」を2003年に設立し，水稲・麦・大豆

の協業体制を確立し，2004年に特定農業団体の認定

を受けている．2005年には水田57ha（集落の83％）

を集約し，集落まるごとで環境こだわり米（34ha）

生産を行うとともに，魚のゆりかご水田学習会や消

費者との交流会などに積極的に取り組んでいる．

集落内に対照区(慣行栽培）と実証区(環境こだわ

り栽培）の水田群を各3.5haずつ隣接して設定し，水

田群内にそれぞれ精密調査ほ場を設置した（図1-2）．

精密調査ほ場は対照区（1,720ｍ
２
），実証区（2,340

ｍ
２
）とも２年間同一ほ場とした．当水田群の土壌タ

イプは，半湿田(土壌統群：細粒グライ土）に属し，

両区とも本暗渠が施工されている（対照：２本，実

証：３本）．両区とも調査期間中には転作が行われず，

有機物として稲わらが全量還元されている．

用水は，長命寺川（西の湖から琵琶湖へ流出する

河川）の揚水機場から取水しており，調査ほ場の排

水が西の湖へ流入していることから，反復利用（循

環かんがい）されていることになる（図1-1）．

試験開始時の精密調査ほ場の土壌化学性を表１に

示す．両区の土壌は比較的肥沃で，可給態リン酸含

量が本県改良目標値
２１）
を上回り，可給態ケイ酸含量

は改良目標値
２１）
の範囲内にあった．可給態窒素含量

は，両区とも同水準で改良目標値
２１）
の範囲にあった．

図１－１ 試験場所と調査地域用排水系統
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２．２ 試験区の構成

試験区の構成を表２，施肥量を表３，散布農薬を

表4-1，4-2にそれぞれ示す．

実証区は県環境こだわり農産物栽培基準に基づき，

化学合成農薬および化学肥料(Ｎ成分)の使用量を通

常(慣行)の５割以下に削減し，農業排水を適正管理

(田植前の落水防止による濁水流出防止等)した．

対照区では，施肥は基肥（被覆複合肥料の側条施

肥）－穂肥（被覆複合肥料の表層施用）体系とし，

代かきは通常のロータリーによる荒代かき，植代か

きの計２回とした．水管理は移植前，中干し時に水

位が高い場合，強制落水を行った．農薬については，

育苗では薬剤による種子消毒，除草では初期剤およ

び中期剤（2006年は初中期剤）の２回処理，本田で

の病害虫防除では移植時の苗箱施用とラジコンヘリ

による空中防除を行った．また，水稲非作付期には，

土づくり肥料を標準量（80kg/10a）ブロードキャス

タで散布した後に平畦に耕起した．耕起は地域の標

準的な時期（10月下旬）に行った．

実証区では，施肥は基肥（100％有機質肥料の側条

施肥）－穂肥（50％有機質肥料の表層施用）体系と

し，代かきは水田ハローによる浅水の１回代かきと

した．水管理は強制落水を行わず，自然減水等の節

水管理とした．農薬は，育苗では温湯消毒，除草で

は初中期一発剤の１回処理，本田の病害虫防除では

ラジコンヘリによる空中防除を行った．水稲非作付

期には，土壌診断に基づき土づくり肥料を節減(対照

区の一律散布(80kg/10a)に比べ，実証区の水田群全

体で38.4％節減）した．また，耕起に伴う土壌有機

物の分解（有機態窒素の無機化と硝酸化成）の促進

による硝酸態窒素の流出を抑制するため
１９）
，耕起時

期を対照区に比べ，2004年に48日，2005年に39日遅

らせた．なお，耕起の遅延による可給態窒素や水稲

生育への影響は少ないと考えられる（表１）．

表１ 精密調査ほ場の土壌化学性

ｐH T-Ｃ T-N
可給態
P2O5

可給態
SiO2

CEC 交換性塩基(mg)

(H2O) (％) (％) (mg) (mg) (me) CaO MgO K2O ２週 ４週 ７週 10週 13週
5.4 2.67 0.193 25.8 13.4 20.1 357 35 27 2.1 3.4 6.0 7.0 9.2

5.8 2.49 0.184 28.5 27.6 19.4 345 36 28 2.0 3.3 6.0 6.8 8.9
注）乾土100ｇあたり．土壌は2004年の水稲栽培跡地土壌を採取（可給態窒素含量のみ2006年度水稲作付前採取）.

実証区

試験区
可給態窒素含量(mg)

対照区

Ｎ

実証区精密
調査ほ場

対照（慣行）区
（水田群）3.5ha

実証(環境こだわり)区
（水田群）3.5ha

対照区精密
調査ほ場

排水路

中流採水
ポイント

下流採水
ポイント

上流採水
ポイント

用水バルブ

１

Ｎ

対照（慣行）区
（水田群）3.5ha

実証(環境こだわり)区
（水田群）3.5ha

排水路

中流採水
ポイント

下流採水
ポイント

上流採水
ポイント

Ｎ

対照（慣行）区
（水田群）3.5ha

排水路

中流採水ポイント
（水位計設置）

下流採水ポイント
（水位計設置）

上流採水ポイント
（水位計設置）

実証(環境こだわり)区
（水田群）3.5ha

Ｎ
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１

Ｎ
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排水路

中流採水
ポイント

下流採水
ポイント

上流採水
ポイント

Ｎ

対照（慣行）区
（水田群）3.5ha

排水路

中流採水ポイント
（水位計設置）

下流採水ポイント
（水位計設置）

上流採水ポイント
（水位計設置）

Ｎ

実証区精密
調査ほ場

対照（慣行）区
（水田群）3.5ha

実証(環境こだわり)区
（水田群）3.5ha

対照区精密
調査ほ場

排水路

中流採水
ポイント

下流採水
ポイント

上流採水
ポイント

用水バルブ

１

Ｎ

対照（慣行）区
（水田群）3.5ha

実証(環境こだわり)区
（水田群）3.5ha

排水路

中流採水
ポイント

下流採水
ポイント

上流採水
ポイント

Ｎ

対照（慣行）区
（水田群）3.5ha

排水路

中流採水ポイント
（水位計設置）

下流採水ポイント
（水位計設置）

上流採水ポイント
（水位計設置）

Ｎ

実証区精密
調査ほ場

対照（慣行）区
（水田群）3.5ha

実証(環境こだわり)区
（水田群）3.5ha

対照区精密
調査ほ場

排水路

中流採水
ポイント

下流採水
ポイント

上流採水
ポイント

用水バルブ

１

Ｎ

対照（慣行）区
（水田群）3.5ha

実証(環境こだわり)区
（水田群）3.5ha

排水路

中流採水
ポイント

下流採水
ポイント

上流採水
ポイント

Ｎ

対照（慣行）区
（水田群）3.5ha

排水路

中流採水ポイント
（水位計設置）

下流採水ポイント
（水位計設置）

上流採水ポイント
（水位計設置）

実証(環境こだわり)区
（水田群）3.5ha

図１－２ 現地ほ場図

表２ 試験区の概要

対照区 実証区 備考
施 肥 基 肥 化成肥料(被覆複合) オール有機肥料 側条施肥

穂 肥 化成肥料 ハーフ有機肥料 表層施肥
農 薬 育 苗 薬剤防除(種子消毒) 温湯消毒

除 草 除草剤２回 除草剤１回
箱施用 －
本田防除１回 本田防除１回 ラジコンヘリ

代かき方法 荒代かき、植代かき 浅水代かき
田植え 施肥田植機 施肥田植機
水管理 通常(田植前・中干し時落水あり) 自然減水(田植前・中干し時落水なし)

畦塗り 実 施 実 施
耕起時期 10月下旬(地域標準の時期) 11月下旬～12月中旬
土づくり肥料 標準施用(80kg/10a) 土壌診断に基づき節減
注：1）水稲非作付期に土づくり肥料として，土づくりを目的に，とれ太郎(可溶性珪酸30%，く溶性りん酸6%，く溶性苦土12%)を使用．

ブロードキャスタで散布した後に平畦耕起し，稲わら全量鋤込みと同時に土壌に混和．

(水稲非作付期)

作業項目

病害虫防除
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水稲作付品種は両区とも「秋の詩」（県育成の中生

品種：滋系54号(吟おうみ)×コシヒカリ)とした．

なお，調査期間は，精密調査ほ場については2005

年と2006年の２年間，水田群については2006年の１

年間とした．

２．３ 水量の調査方法

２．３．１ 精密調査ほ場（単筆田）

降水量は県農業技術振興センター(蒲生郡安土町大

中，調査ほ場からの直線距離6.4km)での気象観測値

を用いた．用水量および地表排水量は堰の公式
１６)
に

より算出した．浸透水量は日減水深から蒸発散量（ペ

ンマン法により推定し，移植以降は蒸発散量に作物

係数を乗じて算出
９)
）を差し引いて算出した．

２．３．２ 水田群

排水路の中流，下流地点(図1-2)の流出水量は水位

(H)と流量(Q)の回帰式から推定した．また，上流地

点には三角堰を設置し，前述の堰の公式から水量を

計算した．各区の流出水量は以下のとおり算出した．

対照区流出水量＝下流水量－中流水量

実証区流出水量＝中流水量－上流水量

用水量は(流出水量＋蒸発散量)－降水量の値を推

定値として用いた．なお，降水量および蒸発散量は

精密調査ほ場調査の水量データを利用した．

２．４ 採水方法

調査期間中は原則として週１回，精密調査ほ場で

は，用水，地表排水(地表排水がない場合は田面水），

浸透水を採水し，水田群では排水路の各地点を採水

した．また，代かき，移植，施肥(穂肥)後は３日間

程度連続して，地表排水(地表排水がない場合は田面

水)，浸透水および排水路の各地点を採水した．さら

に，降雨溢流時は地表排水および排水路の各地点を

採水した．なお，浸透水は，精密調査ほ場の深さ50

cmの位置にＬ字型の有孔塩ビパイプ(φ50mm)を埋設

し，ミニポンプにより汲み上げて採水した
２３）
．

２．５ 水質分析方法

水質分析方法は次のとおり（浸透水は前処理とし

て，ガラス繊維ろ紙（１μｍ）でろ過した）．

２．５．１ 栄養塩類・濁水

①懸濁物質（ＳＳ）：ガラス繊維ろ紙（１μｍ）に

よる捕集量測定．

②化学的酸素要求量（ＣＯＤ）：100℃過マンガン

カリウム法．

③全窒素（Ｔ－Ｎ）：熱分解－自動分析計

（Bran+Ruebbe AACS-Ⅲ）使用．

④全リン（Ｔ－Ｐ）：ペルオキソ二硫酸カリウム分

解－モリブデン青・アスコルビン酸法使用．

表３ 調査ほ場の施肥量(実績)

銘 柄

施肥量 25 kg/10a 50 kg/10a

投入量（N(うち化学N)-P-K） 4.0 (4.0) － 1.3 － 2.5 kg/10a 4.0 (0.0) － 1.1 － 2.1 kg/10a

銘 柄

施肥量 20 kg/10a 30 kg/10a

投入量（N(うち化学N)-P-K） 3.6 (3.6) － 0.3 － 1.7 kg/10a 3.0 (1.5) － 0.8 － 2.5 kg/10a

7.6 (7.6) － 1.6 － 4.2 kg/10a 7.0 (1.5) － 1.9 － 4.6 kg/10a
注）a：速効性Ｎ約60%，緩効性Ｎ(ｾﾗｺｰﾄR)約40%．b：速効性Ｎ約70%，緩効性Ｎ(ｾﾗｺｰﾄR)約30%．c：Ｎは全て有機態．d：Ｎは50％有機態．

施肥量計（N(うち化学N)-P-K）

コートビッグパワー元肥a 滋賀こだわり元肥c

実証区対照区

基 肥

穂 肥

コートビッグパワー穂肥
b

滋賀こだわりハーフ有機
d

表4-1 処理農薬名および成分名(2005年)

試験区 防除区分 処理農薬名 有効成分名

対照区 種子消毒 ｲﾌﾟｺﾅｿﾞｰﾙ
水酸化第二銅

ｽﾐﾁｵﾝ乳剤 MEP(ﾌｪﾆﾄﾛﾁｵﾝ)
苗箱施用 ｱﾄﾞﾏｲﾔｰ箱粒剤 ｲﾐﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ

除草(初期) ﾃﾆﾙｸﾛｰﾙ
ﾋﾟﾗｿ゙ ｷｼﾌｪﾝ
ﾌﾞﾛﾓﾌﾞﾁﾄﾞ

除草(中期) ｼﾊﾛﾎｯﾌﾟﾌﾞﾁﾙ
ｼﾒﾄﾘﾝ
MCPB
ﾍﾞﾝﾌﾚｾｰﾄ

本田防除 ｶｽｶﾞﾏｲｼﾝ
(ﾗｼﾞｺﾝﾍﾘ) ﾌｻﾗｲﾄﾞ

ｴﾄﾌｪﾝﾌﾟﾛｯｸｽ
実証区 種子消毒 (温湯消毒) -

除 草 ｵｷｻｼﾞｸﾛﾒﾎﾝ
(初中期一発) ｸﾛﾒﾌﾟﾛｯﾌﾟ

ﾍﾞﾝｽﾙﾌﾛﾝﾒﾁﾙ

本田防除 ｶｽｶﾞﾏｲｼﾝ
(ﾗｼﾞｺﾝﾍﾘ) ﾌｻﾗｲﾄﾞ

ｴﾄﾌｪﾝﾌﾟﾛｯｸｽ

ｶｽﾗﾌﾞﾄﾚﾎﾞﾝｿﾞﾙ

ﾃｸﾘｰﾄﾞCﾌﾛｱﾌﾞﾙ
乳剤

ｻﾞｰﾍﾞｯｸｽDX
１㌔粒剤

ﾜﾝﾍﾞｽﾄﾌﾛｱﾌﾞﾙ
乳剤

ﾐｽﾀｰﾎｰﾑﾗﾝL
ｼﾞｬﾝﾎﾞ剤

ｶｽﾗﾌﾞﾄﾚﾎﾞﾝｿﾞﾙ

表4-2 処理農薬名および成分名(2006年)

試験区 防除区分 処理農薬名 有効成分名

対照区 種子消毒 ｲﾌﾟｺﾅｿﾞｰﾙ

水酸化第二銅
ｽﾐﾁｵﾝ乳剤 MEP(ﾌｪﾆﾄﾛﾁｵﾝ)

苗箱施用 ｱﾄﾞﾏｲﾔｰ箱粒剤 ｲﾐﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ
除草(初期) ｼｮｷﾆｰﾌﾛｱﾌﾞﾙ ﾌﾞﾛﾓﾌﾞﾁﾄﾞ

ﾍﾟﾝﾄｷｻｿﾞﾝ
除 草 ｸｻﾄﾘｰDXｼﾞｬﾝﾎﾞ ﾌｪﾝﾄﾗｻﾞﾐﾄﾞ

(初中期一発) ﾌﾞﾛﾓﾌﾞﾁﾄﾞ

ﾍﾞﾝｽﾙﾌﾛﾝﾒﾁﾙ

本田防除 ｶｽﾗﾌﾞｻｲﾄﾞｿﾞﾙ ｶｽｶﾞﾏｲｼﾝ
(ﾗｼﾞｺﾝﾍﾘ) ﾌｻﾗｲﾄﾞ

ｽﾀｰｸﾙ液10 ｼﾞﾉﾃﾌﾗﾝ
実証区 種子消毒 (温湯消毒) -

除 草 ｸｻﾄﾘｰDXｼﾞｬﾝﾎﾞ ﾌｪﾝﾄﾗｻﾞﾐﾄﾞ
(初中期一発) ﾌﾞﾛﾓﾌﾞﾁﾄﾞ

ﾍﾞﾝｽﾙﾌﾛﾝﾒﾁﾙ

本田防除 ｶｽﾗﾌﾞｻｲﾄﾞｿﾞﾙ ｶｽｶﾞﾏｲｼﾝ
(ﾗｼﾞｺﾝﾍﾘ) ﾌｻﾗｲﾄﾞ

ｽﾀｰｸﾙ液10 ｼﾞﾉﾃﾌﾗﾝ

ﾃｸﾘｰﾄﾞCﾌﾛｱﾌﾞﾙ
乳剤
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⑤イオン態成分（NH4-N，NO2-N，NO3-N，PO4-P，K)

：イオンクロマトグラフ分析法（2005年：横河

電機ＩＣ7000使用，2006年：島津製作所Promin-

ence HIC-NS使用）．

なお，溶存態全有機炭素(Ｄ－ＴＯＣ)については

本報では割愛し，データを報告書
２３）
に記載した．

２．５．２ 農薬成分

農薬成分については，2005年は分析業者に委託し，

2006年は滋賀県立大学須戸講師に分析委託した．

試料の前処理と分析方法を表5-1，5-2にそれぞれ

示す．種子消毒剤と本田防除のカスガマイシン，ジ

ノテフラン（2006年）を除く成分について，2005年

は対照区10成分，実証区５成分，2006年は対照区６

成分，実証区４成分を測定した．

なお，回収率はいずれの農薬成分も2005年で75％

以上，2006年で80％以上であった．

２．６ 栄養塩類等の負荷量の評価法

２．６．１ 栄養塩類・濁水

栄養塩類等は差引排出負荷量（流出負荷量－流入

負荷量）
２９）
により評価した．さらに，調査期間をⅠ

(入水～移植），Ⅱ(移植（移植時側条施肥）～中干），

Ⅲ(中干期間），Ⅳ(中干終了後（穂肥施用）～収穫)

の４期間に分割し，各期間の流出負荷量を算出し，

営農技術別(水管理はⅠおよびⅢ，施肥管理はⅡおよ

びⅣ )の流出負荷低減率を求め，営農技術の寄与をそ

表5-1 農薬成分の抽出方法および分析法(2005年)

定量限界
(μg/L)

ｵｷｻｼﾞｸﾛﾒﾎﾝ 固相抽出 GC-MS 1.0
ｸﾛﾒﾌﾟﾛｯﾌﾟ 固相抽出 GC-MS 1.0
ﾍﾞﾝｽﾙﾌﾛﾝﾒﾁﾙ 固相抽出 GC-MS 1.0
ｲﾐﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ 溶媒抽出 HP-LC 1.0
ﾃﾆﾙｸﾛｰﾙ 溶媒抽出 GC-MS 1.0

ﾋﾟﾗｿﾞｷｼﾌｪﾝ 溶媒抽出 HP-LC 1.0
ﾌﾞﾛﾓﾌﾞﾁﾄﾞ 溶媒抽出 GC-MS 0.5
ｼﾊﾛﾎｯﾌﾟﾌﾞﾁﾙ 溶媒抽出 GC-MS 1.0

ｼﾒﾄﾘﾝ 溶媒抽出 GC-MS 0.5

ＭＣＰＢ 溶媒抽出 誘導体化
GC-MS

1.0

ﾍﾞﾝﾌﾚｾｰﾄ 溶媒抽出 GC-MS 0.5
ｴﾄﾌｪﾝﾌﾟﾛｯｸｽ 溶媒抽出 GC-MS 1.0

ﾌｻﾗｲﾄﾞ 溶媒抽出 GC-MS 0.5

農薬名 抽出法 分析法

れぞれ評価した．

２．６．２ 農薬成分

農薬成分は流出率（流出負荷量／農薬散布量×100）

により評価した．また，今回の調査では両区で使用

農薬が異なるため，両区を比較評価する手法として，

稲生ら
８)
が提案する｢リスク指数｣(ＲＱ：Risk Quoti-

ent)を用い，両区の農薬流出実態が環境へ与える影

響を急性影響および慢性影響の視点で評価した．評

価方法は，それぞれ測定した農薬成分について，環

境中予測濃度(Predicted Environmental Concentra-

tion：PEC)を一定の基準（稲生ら
８)
の報告を参考に，

ワーストケースを想定して，希釈率を10倍と設定)で

除することでリスク指数を求め，その総和値から環

境こだわり農業の取組効果を比較評価した．急性影

響ならびに慢性影響のリスク指数の算出方法は以下

の通りである．

①急性影響

ＲＱ＝田面水中あるいは排水路中の最高濃度／10

(希釈率)／コイのLC５０

(LC５０:半数致死濃度，試験時間:48hrまたは96hr)

②慢性影響

ＲＱ＝流出水量の加重平均濃度／10(希釈率)／水

道水質管理目標値

なお，水道水質管理目標値が設定されていない農

薬成分については，代用値として農薬登録保留基準

を10で除した値を用いた．

２．７ 水稲の収量調査，作物体および土壌の分析法

精密調査ほ場における水稲の収量は，成熟期に坪

刈り調査を２か所で行い，平均値で示した．水田群

では，各区の収量等を聞きとり調査した．

作物体および土壌の分析は，常法
１４）
に従い，可給

態リン酸はトルオーグ法，可給態ケイ酸はpH4酢酸緩

衝液浸出法によった．可給態窒素については，代か

き直前に作土層を採取し，湿潤土を30℃で密栓・湛

水培養し，アンモニア化成量を経時的に分析した．

２．８ 経営評価

調査地域の現状(経営体：集落営農組織，水田面積

57ha(水稲40ha，麦・大豆17ha)）を前提条件とし，

現地でタイムスタディ・資材投入等を聞きとり調査

し，環境こだわり農業実施時の掛増し費用等を算出

した．

表5-2 農薬成分の抽出法および分析法(2006年)
定量限界
(μg/L)

ｲﾐﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ 固相抽出 GC-MS 0.01
ﾌﾞﾛﾓﾌﾞﾁﾄﾞ 固相抽出 GC-MS 0.01
ﾌｪﾝﾄﾗｻﾞﾐﾄﾞ 固相抽出 GC-MS 0.05
ﾍﾞﾝｽﾙﾌﾛﾝﾒﾁﾙ 固相抽出 GC-MS 0.01
ﾍﾟﾝﾄｷｻｿﾞﾝ 固相抽出 GC-MS 0.01
ﾌｻﾗｲﾄﾞ 固相抽出 GC-MS 0.01

農薬名 抽出法 分析法
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３．結果および考察

３．１ 水収支

３．１．１ 精密調査ほ場

精密調査ほ場の水収支を表６，図２に示す．稲作

期間中の降水量は，2005年に559mmあり，５月上旬(移

植直後)，７月上旬，８月中旬，９月上旬に50mm/旬を

超える降水量があった．また，2006年に767～769mmあ

り，５月中旬，６月中旬，７月上旬～下旬，９月上旬

に50mm/旬を超える降水量があった．特に７月中旬は25

8mm/旬と多かった．

用水量は，2005年に対照区461mm，実証区290mmとな

り，また2006年に対照区512mm，実証区310mmとなり，

実証区で37～39％削減できた．特に４月下旬～５月上

旬にかけて，実証区は浅水代かき等の節水管理により

用水量を49～55％節減できた．

地表排水量は，2005年に対照区341mm，実証区181mm

となり，また2006年には対照区575mm，実証区390mmと

なり，実証区で32～47％削減できた．実証区では代か

き時や移植前，中干し時の強制落水の防止，８月中旬

以降の節水管理等の水管理対策の効果が大きく認めら

れた．2006年については，両区とも地表排水量が前年

と比較して多くなった．これは，特に７月中旬の多雨

によるものであった．

浸透水量は，2005年に対照区111mm，実証区119mmと

なり，また2006年に対照区163mm，実証区157mmとなり，

２か年を通して同程度であった．2006年については，

両区とも浸透水量が前年と比較して多くなった．これ

は，収穫直前に降雨が続き，９月の浸透水量が多かっ

たことや春先の気象不良(多雨等)により，畦塗りの機

械作業がやや不十分となり，畦畔漏水が増加したこと

によるものと考えられた．

精密調査ほ場の流出水量は，土壌タイプが半湿田の

グライ土壌であること，両区とも畦塗りが実施された

ことにより浸透水量が少なくなり，２か年ともに地表

排水量の割合が多くなった．

表６ 水稲作付期の水収支

地表排水 浸透水
対照区 559 461 341 111 568
実証区 559 290 181 119 549

低減率(％) － 37 47 － －
対照区 769 512 575 163 543
実証区 767 310 390 157 530

低減率(％) － 39 32 － －
対照区 769 1174 543
実証区 767 879 530

低減率(％) － 25 －
注：1）低減率＝（(対照－実証)／対照）×100．

水田群(2006)

区分（年度） 試験区

精密調査ほ場(2005)

精密調査ほ場(2006)
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流出水量
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図２ 精密調査ほ場の水収支(2006年 左：対照区，右：実証区)
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３．１．２ 水田群

水田群の水収支を表６に示す．調査期間中の排水路

での流出水量は，対照区1,400mm，実証区1,116mmとな

り，実証区で20％少なくなった．また，用水量は，対

照区1,174mm，実証区879mmと推定され，実証区では浅

水代かき等の節水管理により用水量を25％節減できた．

流入・流出水量は，両区とも精密調査ほ場より多く

なった．水田群では，地下浸透水量や畦畔漏水等のほ

場間差があり，また精密調査ほ場に比べて一筆の面

積の大きいほ場（35ａ～70ａ）が多いために水管理

が大雑把になりやすく，流入・流出水量ともに多く

なったと考えられた．

３．２ 水質

３．２．１ 精密調査ほ場

３．２．１．１ 栄養塩類・濁水の水質

精密調査ほ場の栄養塩類・濁水の水質を図３，４に

示す．両区とも代かき期に田面水と浸透水の栄養塩類

等の濃度が上昇するものの，側条施肥により肥料成

分の濃度上昇は少ない傾向にあった．

ＳＳ，ＣＯＤ，Ｔ－Ｎ，Ｔ－Ｐ等の田面水濃度は，

代かき～移植時に浅水で管理したため，実証区では対

照区より高い値を示したが，移植後は湛水管理により

濃度は低下し，５月下旬以降は対照区と大差はなかっ

た．また，穂肥施用直後には，田面水中のＴ－Ｎ，Ｎ

Ｈ４－Ｎ，Ｔ－Ｐ，ＰＯ４－Ｐ，Ｋの濃度が上昇した．

Ｔ－Ｎ，ＮＨ４－Ｎ濃度は，実証区では対照区と比較し

て速効性のＮ成分割合が少ないため((対)：2.5kgN/10

a，(実)：1.5kgN/10a)，濃度上昇は小さかった．

ＣＯＤ，Ｔ－Ｎ，Ｔ－Ｐ等の浸透水濃度は，実証区

では代かき～移植時に対照区より高い値を示した．し

かし，移植後は濃度低下し，５月下旬以降は対照区と

大差はなかった．

３．２．１．２ 農薬成分の水質

精密調査ほ場の農薬成分の水質を図５に示す．検出

された成分の田面水濃度は，処理後一時的に上昇し，

時間経過とともに低下した．また，検出された成分

の浸透水濃度は，田面水中濃度に比べ，低濃度に推

移した．

農薬の最高濃度は，農薬成分の成分含有量も大き

く影響すると考えられるが，成分の特性により異な

る傾向がみられた．土壌吸着性の低い成分（ブロモ

ブチド）や水溶解度の高い成分（シメトリン）では，

最高濃度が高くなった．

また，2006年の実証区におけるブロモブチド，フ

ェントラザミドの浸透水濃度は対照区と比較してや

や高かった．このことは，実証区では止水管理の徹

底により，散布直後の降雨による地表流出負荷量が

低減されたためと考えられた．

３．２．２ 水田群（排水路）

３．２．２．１ 栄養塩類・濁水の水質

水田群（排水路）の栄養塩類・濁水の水質を図６に

示す．排水路における栄養塩類等の濃度は一時的な上

昇を除き，調査期間を通じて下流（対照区出口）>中

流（実証区出口および対照区入口）>上流（実証区入

口）の順に高く推移した．

排水路におけるＳＳ，ＣＯＤ，Ｔ－Ｎ，Ｔ－Ｐ濃

度は下流では対照区の荒代かき後（４月下旬）に濃

度が上昇した．また，５月上旬の浅水代かき（植代

かき）後に，中流および下流では濃度が上昇した．

移植後は中干し時の一時的な上昇を除き，低濃度で

推移した．また，Ｔ－Ｎ，ＮＨ４－Ｎ，Ｔ－Ｐ，ＰＯ４

－Ｐ，Ｋ濃度は穂肥施用直後に上昇した．Ｔ－Ｎ（Ｎ

Ｈ４－Ｎ）濃度は，下流では速効性のＮ成分の割合が多

いため，濃度上昇が大きかった．

３．２．２．２ 農薬成分の水質

水田群（排水路）の農薬成分の水質を図７に示す．

箱施用剤として使用されたイミダクロプリドは排

水路中流，下流いずれでも検出されなかった．排水

路中流で検出された４成分（ベンスルフロンメチル，

ブロモブチド，フェントラザミド，フサライド）の

濃度は処理後一時的に上昇したものの，その後濃度

は急速に減少した．

実証区では5月14日に初中期一発剤が，対照区では

5月8日に初期剤，5月14日に初中期一発剤が散布され

たが，下流の農薬濃度は両方の水田群からの流出水

が影響した．ブロモブチドは初期剤，初中期一発剤

いずれでも散布直後に濃度が上昇した．その後徐々

に濃度は減少し，２回目の散布10日後には100μg/L，

３週間後には10μg/Lになった．その他の成分につい

ては，散布直後に一時的に上昇し，一部（ベンスル

フロンメチル，ペントキサゾン）を除きその後濃度

は減少した．
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３．３ 栄養塩類等の流入・流出負荷量

３．３．１ 栄養塩類・濁水

精密調査ほ場および水田群における栄養塩類・濁

水の流入・流出負荷量を表７に示す．

精密調査ほ場における栄養塩類等の流入負荷量は，

実証区では用水量の節減(低減率：37～39％）により，

対照区に比べてＴ－Ｎで25～29％，Ｔ－Ｐで30～31

％，ＳＳで20～39％，ＣＯＤで28～30％低減された．

栄養塩類等の流出負荷量は，両区とも地表流出負荷

量の割合が高かった．実証区では適正な水管理(浅水

代かき，移植前・中干し時の強制落水防止，止水管

理の徹底)および施肥改善(側条施肥，速効性肥料減

肥)によって，栄養塩類等の安定した流出負荷低減効

果が得られ(低減率：Ｔ－Ｎ 46～48％，Ｔ－Ｐ 14～

28％，ＳＳ 48～50％，ＣＯＤ 30～40％)，特に地表

流出負荷量の低減効果が大きかった．また，差引排出

負荷量についても，実証区では２か年を通して流出

負荷量と同様の負荷低減効果が認められた．特に，

Ｔ－Ｎの差引排出負荷量は両区とも側条施肥により

マイナスの浄化型となった．実証区では適正な水管

理と速効性肥料の減肥により，浄化機能がさらに向

上したと評価された．

水田群においては，精密調査ほ場と比較して流入

・流出水量の増加に伴い，栄養塩類等の流入・流出

負荷量が増加した．実証区では精密調査ほ場と同様

の負荷低減効果が認められ（低減率：Ｔ－Ｎ 50％，

Ｔ－Ｐ 32％，ＳＳ 26％，ＣＯＤ 49％），Ｔ－Ｎの

差引排出負荷量は浄化型となった．

３．３．２ 農薬成分

精密調査ほ場における農薬成分の流出量を表８～

９に，水田群における農薬成分の流出量を表８に示

す．

本田における農薬成分の散布総量は，剤による農

薬成分量の違いはあるものの，実証区では使用成分

数の削減により54～77％低減された．

精密調査ほ場における農薬成分の流出総量は両区

とも除草剤の占める割合が多く，殺菌剤等の割合は

少なかった．このことは，殺菌剤等はラジコンヘリ

による空中防除のため，稲体に付着した量が多く，

田面に落下した量が少なかったためと考えられた．

流出総量は実証区では60％以上低減された．特に地

表流出負荷量は，実証区では散布総量の削減に加え

て，止水管理の徹底により80％以上低減された．ま

た， 2005年には除草剤散布時期の降雨も少なく，流

出総量に占める割合については浸透水が主体となっ

た．しかし，2006年には両区で土壌吸着性の低い成

分(ブロモブチド）を使用したことと，除草剤の散布

時期の降雨(67.5mm/11日間)による溢流により，両区

とも地表流出の割合が多くなり，前年と比較して流

出総量が増加した．

精密調査ほ場における総農薬成分の流出率は,2005

年には対照区5.8％，実証区1.0％となった．2006年

には対照区12.1％，実証区9.1％となり，流出総量の

増加に伴い流出率が前年より高くなった．また，除

表７ 水稲作付期の栄養塩類・濁水の流入・流出負荷量

T-N T-P SS COD T-N T-P SS COD T-N T-P SS COD

対照区 9.1 0.50 30 32.1
6.2
(5.0)

1.67
(1.53)

124
(124)

76.5
(58.0)

-2.9 1.17 94 44.4

実証区 6.8 0.35 18 22.6
3.2
(1.5)

1.44
(1.10)

64
(64)

53.6
(29.7)

-3.6 1.09 46 31.0

対照区 11.3 0.42 32 38.3
11.0
(9.5)

1.94
(1.81)

254
(254)

138.6
(118.4)

-0.3 1.52 222 100.3

実証区 8.0 0.29 26 27.7
5.9
(4.1)

1.40
(1.08)

127
(127)

83.5
( 58.3)

-2.1 1.11 101 55.8

対照区 21.5 0.83 73 74.1 20.2 3.39 625 287.7 -1.3 2.56 553 213.6
実証区 16.6 0.62 66 58.6 10.0 2.32 462 146.5 -6.6 1.70 396 87.9

注：1）流出負荷量＝地表排出負荷量＋浸透負荷量(水田群は排水路流出負荷量). ( )内は地表流出負荷量を示す．

2）流出負荷低減率＝((対照－実証)／対照)×100. ( )内は地表流出負荷量の低減率を示す．

3）差引排出負荷量＝流出負荷量－流入負荷量.

－ － － －

－ － － －

－ － － －
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草剤成分については成分特性によって流出率が異な

る傾向にあり，特に土壌吸着性の低い成分（ブロモ

ブチド）および水溶解度の高い成分（シメトリン）

では，流出率が高くなる傾向が認められた．これら

のことから，農薬成分の環境負荷低減の点では止水

管理の徹底と併せて成分特性を考慮した剤を選択す

ることが重要であると考えられた．

水田群における農薬成分の流出総量は流出水量の

増加に伴い，精密調査ほ場に比べて多くなった．ま

た，総農薬成分の流出率は，対照区24.8％，実証区2

1.1％とほぼ同程度となった．実証区の水管理の特徴

は浅水代かき，移植前・中干し時の自然減水であり，

これらの改善技術はそれぞれ除草剤の散布前，除草

剤散布２か月後に行われるものであり，除草剤が流

出する時期と一致しなかった．また，畦塗りは本調

査では実証区だけでなく対照区でも行われたことか

ら，除草剤流出時期に実証区と対照区で水管理の本

質的な違いがなかったので，流出率が同程度になっ

たと考えられた．

表８ 水稲作付期の農薬成分の流出量

地表排水 浸透水 合計
除草剤成分の
占める割合

(g/ha) (g/ha) (g/ha) (g/ha) (％) (％)
対 照 区 11成分 3316 58.8 135.2 194.0 99.0 5.8
実 証 区 6成分 766 1.9 6.1 8.0 91.3 1.0
低減率(％) － 77 97 95 96 － －
対 照 区 9成分 2402 287.3 4.1 291.4 99.6 12.1
実 証 区 6成分 1102 49.7 51.0 100.7 98.4 9.1
低減率(％) － 54 83 (1175) 65 － －
対 照 区 9成分 2402 596.7 99.5 24.8
実 証 区 6成分 1102 233.0 99.0 21.1
低減率(％) － 54 61 － －

注）農薬散布量は本田で使用された農薬(育苗時使用成分除く)に含まれる成分重量の総和．

尚，両区とも分析不能であった同一の成分(2005:1成分，2006:2成分)については総量に含めていない．

流出率＝流出量／農薬散布量×100．流出負荷低減率＝((対照－実証)／対照)×100．

水田群
(2006)

農薬使用
成分数

精密調査ほ場
(2005)

精密調査ほ場
(2006)

区分（年度） 試 験 区
流出率

61

流出量
農 薬
散布量

（596.7）
（233.0）

３．３．３ 栄養塩類等の期間別流出負荷量

栄養塩類等の期間別流出負荷量を図８に，営農技

術別の流出負荷量を表10に示す．

精密調査ほ場における期間別のＴ－Ｎの流出負荷

量は，実証区では２か年ともにⅠ（入水～移植前），

Ⅱ（移植 (移植時側条施肥 )～中干前），Ⅳ（中干終了

後（穂肥施用）～収穫）で，地表流出負荷量の顕著

な低減効果がみられた．また，期間Ⅱ，Ⅳでは，Ｎ

Ｈ４－Ｎも同様の傾向がみられたことから，施肥改善

（側条施肥・速効性肥料減肥）による低減効果が大

きいと考えられた．期間Ⅰについては，実証区では

２か年ともに浅水代かきと移植前の強制落水防止等

により，地表流出負荷量が大幅に低減された (低減率

：85～99％)．

表９ 精密調査ほ場における農薬成分の収支（2005年）

散布量 地排負荷量 比率 浸透負荷量 比率 流出量計 流出率
ｇ／ｈａ ｇ／ｈａ ％ ｇ／ｈａ ％ ｇ／ｈａ ％

箱剤(殺虫剤) イミダクロプリド 200 1.4 100.0 － － 1.4 0.7
テニルクロール 103 0.2 23.8 0.6 76.2 0.8 0.8
ピラゾキシフェン 773 0.3 100.0 － － 0.3 0.0
ブロモブチド 515 46.7 30.6 105.9 69.4 152.6 29.6
シハロホップブチル 150 0.1 100.0 － － 0.1 0.1
シメトリン 450 6.4 33.4 12.8 66.6 19.3 4.3
ＭＣＰＢエチル 240 0.0 100.0 － － 0.0 0.0
ベンフレセート 600 3.2 16.8 15.8 83.2 19.0 3.2
エトフェンプロックス 114 － － － － － －
フサライド 171 0.5 100.0 － － 0.5 0.3
計 3316 58.8 30.3 135.2 69.7 194.0 5.8
オキサジクロメホン 80 1.3 55.0 1.0 45.0 2.3 2.9
クロメプロップ 350 0.0 0.0 3.2 100.0 3.2 0.9
ベンスルフロンメチル 51 0.0 0.6 1.8 99.4 1.8 3.5
エトフェンプロックス 114 － － － － － －
フサライド 171 0.6 93.8 0.0 6.2 0.7 0.4
計 766 1.9 23.6 6.1 76.4 8.0 1.0

注：１）種子消毒剤（対照区）と本田防除のカスガマイシンについては測定していない．
２）エトフェンプロックスは検出限界以下．

実 証 区

試 験 区

対 照 区

除草剤(初期)

除草剤(中期)

本田防除(殺虫・殺菌)

本田防除(殺虫・殺菌)

除草剤(初期)

防 除 区 分 農薬成分名
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期間別のＴ－Ｐの流出負荷量は，実証区では２か

年ともに期間Ⅰで，地表流出負荷量の顕著な低減効

果がみられた(低減率：86～100％)．一方，ＰＯ４－Ｐ

の流出負荷量は両区とも期間Ⅰではほとんど認めら

れなかった．これらのことから，実証区では浅水代

かきと移植前の強制落水防止等により，ＳＳに伴う

懸濁態リンの流出負荷量が低減されたと考えられた．

また，期間Ⅲ（中干期間）については，2005年の実

証区では対照区と比較して流出水量が同程度で，田

面水濃度がやや高かったため，期間流出負荷量が多

くなった．

期間別のＳＳの流出負荷量は，実証区では２か年

ともに期間Ⅰで，地表流出負荷量の顕著な低減効果

がみられた(低減率：78～100％ )．このことは，実証

区では浅水代かきと移植前の強制落水防止等により，

地表排水量が大幅に低減されたためと考えられた．
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図８ 栄養塩類等の作業時期別負荷量(左：2005年，右：2006年)
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精密調査ほ場における営農技術別（水管理(Ⅰ＋Ⅲ)，

施肥管理 (Ⅱ＋Ⅳ )）の流出負荷低減率は，Ｔ－Ｎ(Ｎ

Ｈ４－Ｎ)では２か年ともに施肥管理の寄与率が高くな

った (低減率：Ｔ－Ｎ 73～74％，ＮＨ４－Ｎ 85～92

％)．また，流出負荷低減量（対照区流出－実証区流

出）は2005年にはＴ－Ｎ3.0kg/ha，ＮＨ４－Ｎ1.12kg

/ha，また2006年にはＴ－Ｎ5.1kg/ha，ＮＨ４－Ｎ2.8

0kg/haとなり，化成肥料から有機質肥料に代替する

ことによる負荷低減効果は37～55％と評価された．

一方，ＳＳでは２か年ともに水管理の寄与率が高く

なった(低減率：88～94％)．また，Ｔ－Ｐでは２か年

で異なる傾向がみられた．このことは，2005年の実

証区では期間Ⅲの流出負荷量が対照区と比較して多

くなり，水管理の寄与率が低くなったことによるも

のと考えられた．

水田群調査(2006年)の流出負荷低減率についても精

密調査ほ場と同様にＴ－Ｎでは施肥管理，ＳＳでは

水管理の寄与率が大きくなる傾向がみられた．また，

流出負荷低減量はＴ－Ｎ10.2kg/ha，ＮＨ４－Ｎ2.74

kg/haとなり，化成肥料から有機質肥料に代替するこ

とによる負荷低減効果は26％と評価された．一方，

Ｔ－Ｐでは，精密調査ほ場と異なり，期間Ⅲに実証

区の流出負荷量が対照区より多くなったため，水管

理の寄与率が低くなった．

３．３．４ 農薬のリスク評価

３．３．４．１ 急性影響評価

農薬の急性影響評価を表11-1，11-2に示す．

精密調査ほ場における急性影響の評価については，

リスク指数(ＲＱ)の総和が，2005年には対照区0.075，

実証区0.057となり，実証区では対照区の75.9％に低

下した．2006年には対照区で0.041，実証区で0.024

となり，実証区では対照区の58.4％に低下した．２

か年の調査結果から，環境こだわり農業の実施によ

る農薬成分流出の急性影響については，実証区では

表10 営農技術別の流出負荷量

水管理
a 同左指数 施肥管理

b 同左指数 合計 水管理 施肥管理

対照区 1.9 (100) 4.3 (100) 6.2

実証区 1.1 58 2.1 49 3.2 26.7 73.3

対照区 0.39 (100) 1.83 (100) 2.22

実証区 0.30 77 0.80 44 1.10 8.0 92.0

対照区 0.54 (100) 1.13 (100) 1.67

実証区 0.48 89 0.96 85 1.44 26.1 73.9

対照区 63.6 (100) 60.8 (100) 124.4

実証区 10.7 17 53.6 88 64.3 88.0 12.0

対照区 3.6 (100) 7.4 (100) 11.0

実証区 2.2 63 3.7 49 5.9 26.1 73.9

対照区 0.59 (100) 3.59 (100) 4.18

実証区 0.18 30 1.20 33 1.38 14.6 85.4

対照区 1.11 (100) 0.83 (100) 1.94

実証区 0.64 58 0.76 91 1.40 86.3 13.7

対照区 180.6 (100) 73.5 (100) 254.1

実証区 61.1 34 66.2 90 127.3 94.2 5.8

対照区 5.7 (100) 14.4 (100) 20.2

実証区 3.8 66 6.2 43 10.0 19.3 80.7

対照区 1.94 (100) 4.11 (100) 6.05

実証区 1.30 67 2.00 49 3.31 23.3 76.7

対照区 1.04 (100) 2.35 (100) 3.39

実証区 0.87 83 1.45 62 2.32 16.4 83.6

対照区 317.7 (100) 307.5 (100) 625.3

実証区 171.1 54 290.6 95 461.8 89.7 10.3

注:1)
a
(入水-移植)および(中干期間)の両期間における流出負荷量(地表排水+浸透水)の計．

2)
b
(移植-中干)および(中干-収穫)の両期間における流出負荷量(地表排水+浸透水)の計．

3)寄与率は，流出負荷低減量に占める営農技術(水管理,施肥管理)の割合を示す．

寄与率＝水管理,施肥管理(対照区-実証区)／合計(対照区-実証区)×100(％)

Ｔ－Ｎ

営農技術別流出負荷量(kg/ha)
流出負荷低減の
寄与率(％)項 目 試験区

ＮＨ４－Ｎ

Ｔ－Ｎ

ＳＳ

ＮＨ４－Ｎ

Ｔ－Ｐ

水田群
(2006年)

Ｔ－Ｐ

Ｔ－Ｐ
精密調査ほ場
(2006年)

ＳＳ

区分(年度)

精密調査ほ場
(2005年)

ＳＳ

Ｔ－Ｎ

ＮＨ４－Ｎ
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使用する農薬成分数が少なくなることなどから，対

照区の６～８割のリスクに低下すると評価された．

水田群における急性影響の評価については，ＲＱ

の総和が，対照区0.017，実証区0.017と同程度とな

り，両区とも精密調査ほ場と比較して小さくなった．

これは，流出水量の増加により，使用農薬成分の排

水路中の最高濃度が田面水と比較して低くなったた

めと考えられた．

３．３．４．２ 慢性影響評価

農薬の慢性影響評価を表11-1，11-2に示す．

精密調査ほ場における慢性影響の評価については，

リスク指数（ＲＱ）の総和が，2005年には対照区0.1

07，実証区0.010となり，実証区では対照区の9.0％

に低下した．また2006年には対照区0.132，実証区0.

062となり，実証区では対照区の46.9％に低下した．

２か年の調査結果から，環境こだわり農業の実施に

よる農薬成分流出の慢性影響については，実証区で

は農薬成分数が少ないことに加え，節水管理の効果

もあり，対照区の１～５割のリスクに低下すると評

価された．また，リスクの低減効果については，3.3.

2項で述べた農薬成分の流出量低減効果（低減率：20

05年 96％，2006年 65％）と同程度になった．

水田群における慢性影響の評価については，ＲＱ

の総和が，対照区0.107，実証区0.071となり，実証

区では対照区の66.3％に低下した．リスクの低減効

果については，水田群では精密調査ほ場よりやや劣

るものの，３割以上の低減効果が認められた．

３．４ 水稲の収量および品質

水稲の収量，品質および養分吸収量を表12に示す．

精密調査ほ場の精玄米収量は，2005年には対照区588

kg/10ａ，実証区587kg/10ａとなり，同程度であった．

2006年には対照区612kg/10ａ，実証区665kg/10ａとな

り，実証区で８％増収した．わら重および籾重は実証

区では２か年を通して対照区より多くなった．

整粒歩合は，2005年には対照区64.2％，実証区69.9

％となり実証区では対照区より高くなった．2006年に

は対照区85.7％，実証区80.9％となり，実証区では対

照区よりやや低くなったものの，70％以上(１等基準)

を確保した．また，玄米窒素含量は２か年を通して両

区とも同程度であり，堀野
５)
の食味からみた適値(上

限値)の1.3％以下となった．なお，Ｎ，Ｐ，Ｋの養分

吸収量(籾＋わら)は，実証区では2005年のＰを除き，

対照区より多くなった．

水田群の精玄米収量は，精密調査ほ場と同様に，実

証区では２か年を通して対照区と同水準を確保した．

また，水田群における１等比率は，2005年には対照区

80.1％，実証区100％となり，実証区で高くなった．こ

れは倒伏の影響によるものと考えられた．2006年には

両区とも100％となった．

表11-1 水稲作付期の農薬のリスク評価

対 照 区 実 証 区 比 率 対 照 区 実 証 区 比 率 対 照 区 実 証 区 比 率
ＲＱ総和値 ＲＱ総和値 (％） ＲＱ総和値 ＲＱ総和値 (％） ＲＱ総和値 ＲＱ総和値 (％）

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ Ａ Ｂ Ｂ／Ａ Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

区 分

急性影響の評価

慢性影響の評価

101.8

0.107 0.010 9.0 0.132 0.062 46.9 0.107 0.071 66.3

0.024 58.4 0.017 0.0170.075 0.057 0.04175.9

2005年度精密調査ほ場 2006年度精密調査ほ場 2006年度水田群

表11-2 農薬のリスク評価（2006年度精密調査ほ場）

コイLC50
田面水中
最高濃度

希釈率
環境中

予測濃度
リスク
指 数

水道水質
管理目標

加重
平均濃度

希釈率
環境中

予測濃度
リスク
指 数

ppm ppm 倍 ppm ppm ppm 倍 ppm

① ② ③ PEC RQ ① ② ③ PEC RQ
②/③ PEC/① ②/③ PEC/①

ブロモブチド 5.0 1.0403 10 0.1040 0.02081 0.04 0.0319 10 0.0032 0.07972

ペントキサゾン 7.6 0.0656 10 0.0066 0.00087 0.20 0.0004 10 0.0000 0.00022

フェントラザミド 2.4 0.4653 10 0.0465 0.01939 0.01 0.0051 10 0.0005 0.05109

ベンスルフロンメチル 100.0 0.1480 10 0.0148 0.00015 0.40 0.0019 10 0.0002 0.00047

フサライド 23.4 0.0131 10 0.0013 0.00006 0.10 0.0002 10 0.0000 0.00016

計 0.04126 0.13167

ブロモブチド 5.0 0.7440 10 0.0744 0.01488 0.04 0.0142 10 0.0014 0.03544

フェントラザミド 2.4 0.2188 10 0.0219 0.00912 0.01 0.0026 10 0.0003 0.02573

ベンスルフロンメチル 100.0 0.0480 10 0.0048 0.00005 0.40 0.0014 10 0.0001 0.00034

フサライド 23.4 0.0213 10 0.0021 0.00009 0.10 0.0003 10 0.0000 0.00029

計 0.02414 0.06180

試験区 農薬成分名

対照区

実証区

急性影響評価 慢性影響評価
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３．５ 窒素収支

精密調査ほ場における窒素収支を表13に示す．

収入については，実証区では用水量と施肥量の低

減により，対照区に比べ2005年に8.3kg/ha，2006年

に9.2kg/haそれぞれ少なくなった．支出については，

実証区では地表流出負荷量は低かったが籾吸収量が

増加し,対照区に比べ2005年に3.2kg/ha,2006年に0.7

kg/haそれぞれ多くなった．収支（収入－支出）は，

2005年に対照区13.9kg/ha，実証区2.4kg/ha，2006年

に対照区14.8kg/ha，実証区4.9kg/haとなった．２か

年を通して実証区では収支が改善され，肥料および

水の利用効率が向上していると評価された．

３．６ 経営収支

水稲作付期の経営収支(10a当たり)を表14に示す．

販売収入は，実証区では収量がやや低下するもの

の，販売単価が高くなり，721円の増となった．関連

生産費については，実証区では農薬費が除草剤，苗

箱施用薬剤，種子消毒剤の削減により，4,488円減少

した．一方，肥料費は有機質肥料の使用により3,508

円増加した．また，労働費は温湯消毒にかかる育苗，

穂肥施用量の増加((対)20kg/10a→(実)30kg/10a)，

栽培期間中の水管理の徹底，ほ場周辺の畦畔管理(機

械除草)等により，労働時間が約3.7時間増えたため，

3,657円増加した．さらに実証区では温湯消毒機の賃

借料や自走式草刈機導入に伴う減価償却費について

も増加したため，関連生産費は3,294円の増となった．

その結果，収益性（販売収入－関連生産費）は，実

証区では対照区と比較して2,573円の減となった．し

かし，環境農業直接支払交付金(滋賀県で2004年度か

ら実施：交付単価は表14に記載)を加算することで，

対照区と同水準の収益性を確保できた．

表13 水稲作付期の窒素収支 （kg/ha）
収 入 支 出 収 支

区分（年度） 試験区 施肥 流 入 計 作物吸収 流 出 計 収入
肥料 降水 用水 水稲籾 (わら) 地表排水 浸透水 －支出

対照区 76.0 3.0 6.1 85.1 65.0 (39.2) 5.0 1.2 71.2 13.9
実証区 70.0 3.0 3.8 76.8 71.2 (44.5) 1.5 1.7 74.4 2.4
対照区 76.0 3.0 8.2 87.2 61.4 (27.3) 9.5 1.5 72.4 14.8
実証区 70.0 3.0 5.0 78.0 67.2 (34.2) 4.1 1.8 73.1 4.9

注）脱窒量および生物窒素固定量は収支に含めない．

水稲のわらは毎年圃場に還元（鋤込み）されているので収支に含めない．

精密調査ほ場（2005）

精密調査ほ場（2006）

表12 水稲の収量，品質および養分吸収量

Ｎ Ｐ Ｋ
(kg/10a) (kg/10a) (kg/10a) (％) (％)

対照区 813 790 588(567) 64.2 1.06 10.4 2.11 11.7
実証区 860 824 587(546) 69.9 1.06 11.6 2.08 12.7
対照区 675 755 612(563) 85.7 1.10 8.90 2.63 10.5
実証区 786 823 665(572) 80.9 1.14 10.1 3.05 11.3

注：1）収量，品質および養分吸収量は２連の平均値を示す．

精玄米重：1.8mm網目．( )は水田群平均収量(聞き取り（1.9mm網目の出荷量）による)．

整粒歩合：1.8mm以上の玄米を用い，穀粒判別器(サタケRGQI10B)により測定．粒重比． 玄米Ｎ含量：乾物あたり.

2）一等米比率（水田群）：2005年 対照区 80.1％ 実証区 100％，2006年 対照区 100％ 実証区 100％.

3）倒伏程度（水田群）：2005年 対照区 3.5 実証区 0.6、2006年 対照区 1.3 実証区 1.0．

倒伏程度は0.0～5.0の数値で表示(０：無、５：甚)。

(kg/10a)

吸収量(籾＋わら)

精密調査ほ場
(2005)

精密調査ほ場
(2006)

玄米Ｎ含量整粒歩合精玄米重籾重わら重
試験区区分（年度）

表14 水稲作付期の経営収支

区分 項目 実証区 対照区 増減 備考
販売収入 収量(kg/10a) 559 565 -6

販売単価(kg) 194 190 3 奨励金による増加
販売収入(円/10a) 108,260 107,538 721

関連生産費 肥料費(円/10a） 14,630 11,123 3,508 有機質肥料の使用に伴う増加
農薬費(円/10a） 7,832 12,320 -4,488 除草剤，箱施用薬剤等の削減

労働費(円/10a) 16,805 13,148 3,657
穂肥の施用量の増加(20kg→30kg/10a)，
ほ場周辺作業等に伴う増加

賃借料増加分(円/10a) 144 － 144 温湯消毒機利用に伴う増加
減価償却費増加分(円/10a) 474 － 474 自走式草刈機導入に伴う増加
小計(円/10a) 39,267 36,591 3,294

－ － -2,573
2,688 － 2,688 水稲栽培面積40haで算出
－ － 115

注：1)前提条件：集落営農組織，水田面積57ha(水稲40ha，麦・大豆17ha) (調査地域の現状)．

2)肥料費は土づくり肥料含む（両区とも80kg/10a一律散布と仮定）．

3)収量は各水田群の２か年平均値（聞きとり調査による）．

4)生産費は、差異が生ずる費目のみ調査し比較を行い，２か年平均値で示した．

5)労働費算出に際しては，労賃1000円／hr（当地区営農組合の設定額）で算出した．

6)環境農業直接支払交付金は滋賀県が2004年度から実施しているものである．なお，交付単価は以下のとおり．

３ha以下分：5000円/10a，３ha超分：2500円/10a．

助成金非算入利益増減(円/10a)
環境農業直接支払交付金(円/10a)
助成金算入利益増減(円/10a)
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４．総合考察

４．１ 栄養塩類・濁水の流出負荷低減効果

水稲作付期の栄養塩類等の流出負荷低減を図るため

には，適正な水管理，施肥改善，土づくり等による発

生源対策が重要かつ効果的であり，施設対策（循環か

んがいによる排水の反復利用等）は地域の水利条件に

制約され，降雨条件によって効果が左右される
２）
．この

ため，環境こだわり農産物栽培基準（水稲）でも，適

正な水管理（水田ハローによる浅水代かき，移植時

の強制落水防止等），施肥改善（側条施肥，緩効性肥

料利用等），土づくり（堆肥等の有機質資材の適正使

用）を技術要件(必須または選択）としている．

これらの中で，まず，適正な水管理については，こ

れまでにも水田の流入水量（用水＋降水）とＴ－Ｎ，

Ｔ－Ｐ流出負荷量の間に正の相関関係が認められて

おり
３１）
，水田から流出負荷量は用水量や降水量に大

きく影響されると考えられる．本研究においても，

実証区では用水量の節減に伴い，栄養塩類等の流出

負荷量が低減したことから，適正な水管理が有効な

手段であることが改めて確認された．特に濁水の指

標となるＳＳについては，3.3.3項で述べたように流

出負荷量の総低減量（対照区の流出負荷量－実証区

の流出負荷量）に占める水管理の割合が期間Ⅰ(入水

～移植前)において高く，寄与率も高くなった．また，

Ｔ－ＰについてもＳＳと同様の効果が認められ，Ｔ

－Ｐに占めるＰＯ４－Ｐの割合が少なかったことか

ら，濁水等による懸濁態Ｐの流出割合が高いと考え

られる．本研究では，両区とも側条施肥が行われ，

実証区ではリンの施肥量が対照区より多かったこと

を考え合わせると，年次間や精密調査ほ場と水田群

の違いにより一部異なる傾向が認められたものの，

Ｔ－Ｐの流出負荷低減には水管理の寄与が大きいと

考えられる．

次に，施肥改善については，本県においても西南

暖地における機械移植水稲の生育相に合った追肥重

点施肥法による施肥量の削減
２，２２）

や被覆複合肥料

の側条施肥による施肥効率の向上効果
１７,１９）

が明ら

かにされ，それら施肥改善と適正な水管理を組み合

わせた総合的な改善対策により，栄養塩類・濁水の

流出負荷量が低減されることが現地で実証されてい

る
１３，２０）

．また，環境こだわり農業を実践する場合，

化学肥料の使用削減に伴い，その削減量は有機物や

有機質肥料で代替されることになる．このため，化

学肥料の使用削減技術として，有機質肥料の側条施

肥技術，牛ふん堆肥等の家畜糞堆肥の連用年数に応

じた施肥低減技術を体系化するとともに有機質肥料

の窒素動態を解析することが重要になる．

有機質肥料の窒素動態については，本研究と並行

して実施したプロジェクト研究「先端技術を活用した

農林水産研究高度化事業．近畿地域の水稲の環境負

荷低減技術の体系化と負荷予測モデル開発（農林水

産省受託，地方領域設定型，2005～2007年，課題番

号1727，研究総括者 柴原藤善）」
２４）
において，重窒

素追跡法（A-Value法）によって有機質肥料の水稲利

用率を求めた結果，基肥では側条施肥41％，全層施

肥36％となり，被覆尿素肥料（LP70）の側条施肥76

％に比べ低いものの，速効性化学肥料の全層施肥28

％に比べて高くなった
７)
．また，側条施肥された有機

質肥料は化学肥料に比べ，有機化が多く，未回収(脱

窒＋流出)が少ない傾向にあり，化成肥料(速効性)に

比べ，水稲への施肥効率が向上することも明らかに

している．したがって，本研究において，実証区の

水稲収量・品質が対照区と同水準を確保し，窒素収

支が改善されたことは，有機質肥料の利用によって

化学肥料(窒素)の施用量を大幅(70％)削減したもの

の，全施肥量は約１割減にとどめ，側条施肥と節水

管理によって施肥直後の降雨による地表流出負荷量

を低減できたことなどが，窒素の施肥効率向上に寄

与したと考えられる．

一方，緩効性肥料の穂肥施用は，田面水のＴ－Ｎ

濃度を長期的に高め，負荷量を増加させることが懸

念されるが
１）
，本研究の実証区では肥効の緩やかな有

機質肥料を穂肥に施用し，流出負荷量が低減された．

これには，2006年のように穂肥施用直後の降雨によ

り地表からの溢流があった場合，有機質肥料の肥効

が緩やかなため，溢流した田面水濃度が低濃度であ

り，さらにその後の止水管理を徹底することにより，

負荷低減が可能になったと考えられた．また，3.3.3

項で述べたようにＴ－Ｎの流出負荷低減には施肥管

理の寄与率が73～81％と高かったことや，化成肥料

から有機質肥料へ替わることによる流出負荷低減効
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果が26～55％であったことから，Ｔ－Ｎの流出負荷

低減効果については施肥改善も大きく貢献している

と考えられた．

ところで，田渕ら
２９，３０）

は，差引排出負荷量（流

出負荷量－流入負荷量）によって水田の水質保全機

能を評価し，水田にはプラスの排出型（汚濁型）と

マイナスの吸収型（浄化型)の２種類があり，用水窒

素濃度が高い場合には水田は浄化機能を発揮すると

している．本研究では，精密調査ほ場と水田群にお

いて，両区ともに窒素の差引排出負荷量は浄化型と

なった．この理由として，①調査地域では農業排水

を用水に反復利用しており，用水窒素濃度が琵琶湖

揚水に比べて高く，流入負荷量が相対的に高まった

こと，②土壌タイプが粘質の半湿田に分類され，水

持ちが良くて浸透水の流出負荷量が比較的少なかっ

たこと，③栽培管理が集落営農により効率化されて

いることが考えられ，実証区では水と肥料が効率的

に利用され，浄化機能がさらに向上していると評価

された．

収益性については，実証区では環境農業直接支払

交付金(滋賀県実施：交付単価は表14に記載)を加算

することで，対照区と同水準を確保できた．これは，

窒素の施肥効率の向上や集落営農による栽培管理の

効率化等により，実証区の収量の減収率が１％に抑

えられたことや労働時間が短縮されたことによるも

のと考えられた．本研究において実証区の収量を減

収率５％と仮定すると，10ａ当たりの収益性は6,654

円の減となり，前述の環境農業直接支払交付金を加

算しても，3,966円の減となる．このことからも，永

続性・安定性のある化学肥料の使用削減技術体系を

確立し，効率的かつ安定的な経営体を目指す集落営

農組織へ速やかに普及させることが重要であると考

えられた．

また，前述の別途プロジェクト研究において，環境

こだわり農産物の栽培技術体系を確立し，慣行栽培

と同程度の精玄米収量（コシヒカリで約550kg/10a)

・品質を確保するとともに，地表流出負荷量も大幅

に低減し
６)
，収益性については，農地・水・環境保全

向上対策に関わる助成(国の環境農業直接支払交付

金)を得ることで慣行栽培と同水準を確保できること

を明らかにしており
２４）
，本研究と同様の経営評価を

得ている．

以上のとおり，水稲作付期の流出負荷低減技術の

確立が着実に進められており，今後の課題として，

柴原ら
１８，１９）

の報告にあるように水稲非作付期の流

出負荷が相対的に高まることが考えられる．したが

って，年間の流出負荷量を低減するためには，非作

付期における窒素等の流出負荷低減技術が重要とな

っており，本研究でも耕起時期の遅延によって流出

負荷量が低下する傾向を認めているが
２３）
，後続の研

究課題として，稲わら鋤込みを前提とした耕起時期

や営農排水法を現地圃場（東近江市）で現在詳細に

検討中である．

４．２ 当センターの過去の調査事例との比較

本県では，これまで現地ほ場において水田発生負

荷量調査を精力的に実施しており，Shibaharaら
２０）

は追肥重点施肥法への移行後の調査結果（27例,1993

年～2004年）を変化要因別，営農技術別に解析した．

これらの解析結果から，単筆田（精密調査ほ場）に

おけるＴ－Ｎ流出負荷量（平均値）は，慣行栽培（慣

行代かき＋速効性肥料・全層施肥）で13.9kg/haとな

り，総合的な改善対策(浅水代かき＋被覆複合肥料・

側条施肥）によって9.4kg/haに減少するとともに，

変動係数も小さく，安定した負荷低減効果が認めら

れている．本研究の精密調査ほ場の調査結果(２か年

平均値)では，対照区で8.6kg/haとなり，前述の総合

的な改善対策と比較しても低いレベルであった．こ

のことは，4.1節で述べたように浸透水負荷量が少な

かったこと，さらに被覆複合肥料の側条施肥や集落営

農組織による栽培管理の徹底によるものと考えられた．

そして，実証区では節水管理や速効性肥料の減肥等に

より，Ｔ－Ｎの流出負荷量がさらに低減されたと考え

られる．

また，筆者ら
３)
は環境こだわり農業の取り組みによ

る栄養塩類等の流出負荷低減効果を異なる土壌タイ

プ(細粒褐色低地土：乾田)においても認めている．

そこで，別途実施したプロジェクト研究では，本研

究成果を活用して，流域単位の流出負荷予測モデルを

開発し，原単位法を用いて琵琶湖集水域における環

境こだわり農業の面的な取り組み効果を評価すると，

本県の施策目標(2010年度)の取り組み面積30％の場
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合，対策前に対して琵琶湖集水域全体で２％，水田

単独で14％の低減効果が期待できるという予測結果

が得られている
２４）
．

以上のことからも，今回の研究成果を広く活用す

ることにより，滋賀県をはじめ近畿地域の農業の主

体である水稲栽培の環境保全型農業の推進や湖沼・

流域等の水質保全の貢献に寄与できると期待される．

したがって，水田農業の健全な発展と琵琶湖等への

流出負荷低減を進めるためには，今後さらに集落営

農組織を育成・活用しながら環境こだわり農業を推

進することが重要であると考えられた．

４．３ 農薬成分の流出負荷低減効果

本研究において，実証区では化学合成農薬の使用

成分数と散布総量が共に少なくなり，流出総量も60

％以上の削減効果が認められた．特に除草剤成分の

流出低減効果が実証され，環境こだわり農業の取り

組みによって，化学合成農薬の成分数を５割削減し，

散布総量を減少させ，流出総量を削減することの重

要性が明らかとなった．しかし，農薬成分の流出率

は散布直後の降雨や選択する剤，精密調査ほ場と水

田群の違いによって変動し，特に除草剤成分の物性

によって異なり，土壌吸着性の低い成分（ブロモブ

チド）や水溶解度の高い成分（シメトリン)は，最高

濃度が高くなり，流出率が大きくなった．調査頻度

や計算方法が異なるが，調査対象とした農薬のうち

これまで報告されている水田流域からの流出率はブ

ロモブチドが1.6，25.5％
２８）
および14.5％

２７）
，シメ

トリン1.7～25.0％
４，１５，２５，２６）

，ベンフレセート

9.3～15.7%１１)
，フサライドが0.4～1.3％

４）
の範囲

にあった．本調査結果と比較すると，ブロモブチド

の流出率は既報の農薬流出率よりやや大きかったが，

それ以外の成分については同程度であった．

環境こだわり農業を実践する場合，化学合成農薬

の使用成分数を削減するため，耕種的防除（種子の

温湯消毒等）や発生予察に基づいた防除の実施に加

え，少ない成分数でより高い防除効果を得る剤の選

択が重要となる．特に除草体系では，従来の初期剤

（１～３成分）－中期剤（３成分）の２回散布から

初期・初中期一発剤の１回散布へと変更されてきて

いる．一方，近年，消費者への栽培履歴の公開を意

識したトレーサビリティの推進などにより，広域合

併したＪＡ等では，栽培暦の統一が図られてきてお

り，特定の剤への集中使用が予想される．このため，

その剤の水溶解度が高いかあるいは土壌吸着性が低

いなどの流出特性が大きい場合，特定剤への過度の

集中による環境負荷の増大が懸念される．本研究で

も，除草剤が農薬の流出総量の大部分を占めたこと

から，除草剤成分の流出特性を踏まえ，環境負荷の

少ない剤を選択することが農薬成分の流出負荷低減

の点で最も重要と考えられ，それには農薬成分の流

出を予測するシステムの開発が期待される．

そこで，別途実施したプロジェクト研究において，

川嵜ら
１１）
は室内実験で求めた土壌吸着定数と水溶解

度等の物性値を重回帰分析に適用し，農薬成分の流

出率を簡易に予測するモデルを開発した．筆者ら
２４）

はこの予測モデルに基づき，流出率の少ない剤を選

択し，現地で検証した結果，流出率の顕著な改善効

果が認められた．

また，須戸ら
２８）
は一般的に除草剤は散布後の降雨

等の地表流出が無ければ，主要流出経路は畦畔浸透

(漏水含む）であることを明らかにしている．畦畔か

らの漏水は，畦塗り，排水路せき上げや畦波シート

の埋設等による漏水防止対策により改善される
２４）
．

これらの漏水防止対策と雑草発育予測に基づく適期

処理技術（積算気温に基づく最適処理予測）を組み

合わせることにより，低成分除草剤(３成分）を用い

ても慣行の防除体系(８成分）と同等の雑草防除効果

が得られ，同程度以上の収量が確保できることが明

らかになっている
２４）
．今後，これらの技術に環境こ

だわり農業の実践による散布総量の削減，農薬の流

出負荷予測モデル等を組み合わせ，技術の体系化を

図ることで，より実効性の高い環境負荷低減技術に

なると考えられる．

最後に，リスク指数(ＲＱ)の総和値により両区の

農薬流出実態が環境へ与える影響を比較・評価した

結果，水田群の急性影響ではやや異なる傾向がみら

れたが，急性影響については使用成分数の減少によ

り，慢性影響については水管理の適正化により，そ

れぞれＲＱの総和値が低減される傾向が認められた．

このことから，環境こだわり農業の取り組みにより，

短期・長期の両面から農薬成分の負荷低減が可能で
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あると考えられた．なお，本研究で得た両区の各農

薬成分のＲＱレベルは，急性影響については２か年

を通して両区ともＵＳ ＥＰＡ（米国環境保護庁）で

農薬の水生生物へのリスクがないと判断されるＲＱ

＜0.1
３２）
となった．両区ともこの基準に当てはめれ

ば，各農薬成分とも短期間暴露の観点からは問題な

いと考えられた．一方，慢性影響については，ＲＱ

の総和値を用いて，農薬成分の水系への影響を相対

比較することを主目的としたため，得られた各農薬

成分のＲＱについて判断基準がなく，各農薬成分の

ＲＱレベルの評価は困難である．また，今回の評価

ではワーストケースを想定して希釈率を10倍とした

が，水田から河川への希釈率は希釈，底質への吸着，

分解等により100～1000倍になるという報告
１０)
があ

ることから実質的にはさらに低いレベルになると思

われる．なお，本研究で用いた稲生ら
８)
のＲＱの手法

は，農薬登録の事前評価の際に，農薬の限定された

生物種に対する潜在的な影響の度合いを推定し，登

録の可否を判断するものであり，実際の野外生態系

で起こっている農薬の影響そのものを評価するもの

ではない．このため，実際の野外環境における農薬

の生態影響を把握する調査手法を確立し，事前評価

へフィードバックする評価システムの構築が重要で

ある．今後，農薬による環境負荷および生態系への

影響を評価できる環境影響評価手法の確立が期待さ

れる．
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Summary

A series of field experiments was conducted in a 7-hectare model farming area (Higashioiso
in Azuchi Town, Shiga Prefecture) where local farmers are engaged in environment-conscious
agriculture (ECA) in the context of community farming, including an intensive experimental
field and actually cultivated paddy fields. The purpose of this study was to quantitatively
evaluate reductions in the outflow loads of nutrient salts, suspended solid and pesticide
components during the rice cropping period by cutting the total consumption of chemical
fertilizers and synthetic pesticides to less than 50% of the level for conventional agriculture
(CA), and practicing adequate water management.

1) In the ECA plot, compared with the control CA plot, irrigation water consumption was
decreased and outflow water discharge was reduced by adequate water management measures,
including shallow puddling with paddy harrows and prevention of soil surface drainage before
seedling transplantation and during midseason drainage.

2) Regarding outflow load volumes of nutrient salts and the like in the ECA plot, stable
load-reducing effects were obtained in 2 years, thanks to adequate water management and
improved fertilizer applications, including side dressing and decreased use of quickly acting
fertilizers, in the intensive experimental field (reduction rates versus the control CA plot:
46-48% for total nitrogen (T-N), 14-28% for total phosphorus (T-P), 48-50% for suspended
solid (SS), and 30-40% for chemical oxygen demand (COD). Similar load-reducing effects
were observed in the actually cultivated paddy fields.

3) Smaller amounts of synthetic pesticide components were used in the ECA plot, where the
total outflow volume decreased by more than 60% compared to the control CA plot.

4) The brown rice yield and quality for the ECA plot were equivalent to those for the control
CA plot.

5) The nitrogen balance (fertilizer application + inflow load - uptake by rice plant - outflow
load) during the rice cropping period for the ECA plot (intensive experimental field) was good;
efficient utilization of fertilizers and water was demonstrated.


